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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 奨学 金 制度 等 の 充実 を 求め る 意見 書 








学費 が 高騰 する 一 方 、 世 帯 収 入 が 下がり 続け る 中 で 、 家 庭 の 教育 費 負 担 が 重く な っ て い 
ます 。 既に 大 学生 の 5 割 超 、 大 学院 生 の 6 割 超 が 何ら か の 奨学 金 を 受給 し な く て は 学業 を 
続け られ な い の が 実態 で す 。 

我が国 の 公 的 な 奨学 金 制度 の 中 心 で ある 独立 行政 法人 日 本 学生 支援 機構 に よる 奨学 金 は 
貸与 型 の 奨学 金 制度 で あり 、 そ の 7 割 超 (貸与 金額 ) が 年 3 % を 上 限 と する 利島 付き の 奨 
学 金 (第 2 種 奨 学 金 ) と な っ て いま す 。 
近年 、 被 貸与 者 数 及び 借入 金額 が 増加 を 続け る 一 方 で 、 就 職 難 や 非 正規 労働 の 増加 な ど 
か ら 、 卒 業 後 も 奨学 金 の 返還 が で きず に 生活 に 苦し む 若 者 が 急増 し て いま す 。 
同機 構 は 返還 期限 の 猫 予 や 減額 返還 等 の 制度 を 設け て いま す が 、 適 用 の 要件 が 厳し く 、!( 
と ん ど 対 象 と な り ま せん 。 ま た 、 民 間 サ ー ビ サ ー (債権 回 収 会 社 ) に よる 過酷 な 債権 回 収 
等 が 社会 問題 と も な っ て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 学 習 意欲 と 能力 の ある 若者 が 家庭 の 経済 状況 に か か わら ず 進 学 
し 、 安 心して 学業 に 専念 で きる 環境 を 作る た め 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 要請 し ます 。 






















































































































































































































































































記 


1 高校 生 を 対象 と し た 給付 型 奨学 金 制度 を 拡充 し 、 大 学生 等 を 対象 と し た 給付 型 奨学 金 
制度 を 創設 する こと 。 

2 無利子 奨学 金 を 充実 させ 、 延 滞 金 の 加算 利息 は さら に 引き 下げ る こと 。 

3 返還 猫 予 、 返 本 免除 、 減 額 返還 等 の 救済 制度 の 周知 と 拡充 を 図り 、 柔 軟 に 適用 さ 
こと 。 ま た 、 地 方 創 生 の 観点 か ら 、 就 職 時 に 地元 に 戻っ て 定住 する 場合 に は 奨学 金 貸 与 
者 の 返還 金 の 一 部 また は 全額 を 免除 する 等 の 制度 を 創設 する こと 。 

4 大 学 等 の 授業 料 減免 制度 を 拡充 し 、 高 等 教育 の 学費 の 引き 下げ を 図る こと 。 
































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 海岸 保全 施設 整備 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 

岩手 県 が 、 平 成 2 8 年 1 月 2 5 日 に 公表 し た 「 社 会 資本 の 復旧 ・ 復 興 ロ ー ド マッ プ 」 に 
お いて 、 完 成 時 期 が 遅れ る こと と な っ た 海岸 保全 施設 に つい て 、 宮 古市 民 に 対 し て 十分 に 
説明 責任 を 果たす よう 求め る 。 





























































































































(理由 ) 

岩手 県 は 、 平 成 2 8 年 1 月 2 5 日 、「 社 会 資本 の 復旧 ・ 復 興 ロ ー ド マッ プ (平成 2 7 年 1 
2 月 3 1 日 現在 )」 を 公表 し た 。 

この ロー ド マ ッ プ に よる と 、 宮 古市 で 実施 し て いる 海岸 保全 施設 整備 の 完成 時 期 が 遅れ 
る 見 通し と な っ た 。 
岩手 県 で は 、 事 業 実施 に あたり 幾度 と な く 、 工 期 も 含め 住民 説明 会 等 を 開催 し て いる と 
ころ で ある 。 
し か し 、 工 事 着 手 後 に 想定 より 深い 支持 地盤 が 確認 され た こと か ら 、 追 加 ボ ー リ ング 調 
査 に 伴う 設計 ・ 工 法 の 変更 に より 、 工 期 の 延伸 が 必要 と な っ て いる こと は 理解 で きる も の 
の 、 そ の 詳細 な 内 容 、 衛 星 回 線 に よる 水門 ・ 陸 病 の 遠隔 操作 、 維 持 管理 費用 な ど 、 宮 古市 
民 に 対す る 詳細 な 説明 が 十分 と は 言い 切れ な い 。 
よっ て 、 岩 手 県 に お いて は 、 宮 古 港 海岸 鈴 ヶ 崎 防潮 堤 整 備 工事 及び 閉 伊川 水門 整備 工事 
の 工期 延伸 、 水 門 ・ 陸 剛 整 備 に お ける 衛星 回 線 に よる 遠隔 操作 の 方 法 や 施設 の 構造 、 維 持 
管理 費用 な ど 、 宮 古市 民 の 理解 を 更に 深め る と と も に 市 民 が 抱く 不安 を 取り 除く た め 、 十 
分 に 説明 責任 を 果たす よう 求め る 。 


























































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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野 市 


に ー - 
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れる こと に よっ て 4 


講じ る よう 、 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 11 日 


【 提 
文部 科学 大 臣 
【 件 


談 可 能 な 窓 





脳 し ん と う は 、 軽 度 の 外傷 性 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 


E 脳 損 


傷 で あり 、 








られ る こと に よっ て 、 あ る い ! 


























議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 


頭 が 衝 
は 身体 へ の 強打 に よっ て 、 
E じ る 。 この 突然 の 動き に よっ て 、 文字 通り 脳 は 


総務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 


名 】 軽度 外傷 性 脳 損傷 ・ 脳 し ん と う の 周 知 と 予防 、 及 びそ の 危険 性 や 予後 の 相 
※ ぶ 口 な どの 設置 を 求め る 意見 書 








撃 や 打撲 を 受け た り 、 激 し く 揺 さぶ 
頭 と 脳 が 前 後 左右 に 急速 に 動か さ 
頭蓋 内 で 跳ね まわ され 、 














よじ られ 、 脳 細胞 が 引っ 張ら れ て 損傷 を 受け 、 脳 内 に 科学 的 な 変化 を 生じ る 。 













































































議 障 害 、 半 身 ま ひ 、 視 
と が あり 、 ま れ に ! 
の で 、 繰 り 返 


























また 、 重 














の 経緯 が 明確 に な ら な いた め 、 介 護 ・ 
庭 の 崩壊 へ と 陥っ て いる 家族 も 多く 、 事 政調 査 を 工 ろ 
し 起こ し て し まっ て いる の が 現状 で ある 。 
お か れ ま し て は 、 








を 繰り 返 
そこ で 、 国 に 
強く 要望 する 。 























軽度 外傷 性 








































































































野 が 狭く な る 等 が 発症 し た 場合 、 
は 、 永 続 的 な 脳 損傷 を 受け る 本 
し 脳 し ん と う を 受け る こと は 避け る べき で ある 。 



































脳 し ん と う を 受傷 し て も 通常 、 生 命 を 則 か すこ と は な い が 、 治 療 を 必要 と する 重 篤 な 症 
状 を 引き 起こ す 場 合 も ある 。 
主 な 症状 は 受傷 後 、 記 憶 障 害 、 錆 乱 、 眠 気 、 だ る さ 、 め まい 、 も の が 二 重 に 見 える ある 
よ ぼ や け て 見 える 、 頭 痛ま た は 軽度 の 頭痛 等 、 複 雑 か つ 多 彩 で あり 、 ま た 症状 は 、 す ぐ 
に 始ま る こと も あれ ば 、 損 傷 後 数 時 間 、 数 日 、 数 週間 、 あ る い は 数 ヶ月 発症 し な いこ と も 
ある 。 
特に 、 高 次 脳 機能 障害 に よる 記憶 力 ・ 理 解 力 ・ 注 意 力 の 低下 を は じ め 、 て ん か ん な どの 


症状 が 消失 する に は 数 ヶ月 か か 
BE 性 が 高く な る し 、 死 に 至る 場合 も 





























E 穫 な 事案 と な っ た 場合 に も 事故 の 初動 』 
医療 ・ 補 償 問 題 を も 後手 に 











人 査 の 遅れ が ち に な る こと に より 、 事 


回 っ て し まい 、 最悪 、 















































上 記 の 現状 を 踏 


記 


1 < 教育 機関 で の 周知 徹底 と 対策 > 








各 学 校 な どの 教師 
PocketSCAT 2 








・ 保 健 師 ・ 
te 


スポ ー ツ コ 











併せ て 、 鞭 打ち 型 損傷 、 

















時 


下す と と も に 、 家 庭 ・ 
2 < 専門 医 に よ 





家族 へ の 報告 も 義 
る 診断 と 適切 な 検査 の 実施 > 


義務 付け 











脳 し ん と う を 疑っ た 場合 は 、 


























く 、 ネ 
ChildSCAT 3 ) > を 実地 し 、 





























直ちに 脳 # 








まえ 、 下 記 の 事項 


経 外科 








に し て し まう が た め に 、 同 様 の 事 




















に つい て 適切 な 措置 を 











脳 損傷 及び 脳 し ん と う へ の 対応 に つい て 








ー チ 及び 救急 救命 士 ・ 救 急 隊 員 に < く 





評価 ツー ル ) > の 携帯 を 義務 付け る こと 。 
よ 、 頭 額 部 に 衝撃 














を 受け た と 推測 され る 事故 ・ 事 案 
症状 を 客観 的 に 正確 に 観察 し て 判断 を 
経過 観察 を 促す こと 。 




















医 の 診断 を 受け 、 CT/MRI だ け で は な 








経 学 的 検査 の 受診 も 義務 付け る と と も 





対応 で きる 対応 で 


に 、 ぐ Scat 3 (12 歳 以下 の 場合 は 
きる 医療 連携 体制 の 構築 を 進め る こと 。 
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3 ぐ 周 知 ・ 啓 発 ・ 予 防 措置 の 推進 と 相談 窓口 の 設置 > 
脳 し ん と うに つい て 、 各 自治 体 の 医療 相談 窓口 等 に 対応 で きる 職員 を 配置 し 、 医 療 
機関 は も と より 、 国 民 、 教 育 機関 の 啓発 、 周 知 、 予 防 を より 一 層 図 る こと 。 
4 ぐ 園 内 ・ 学 校内 で 発生 し た 重大 事 敵 の 繰り 返し の 防止 > 
保育 園 ・ 幼 稚 園 及 び 、 学 校内 で 発生 し た 事案 が 重 篤 な 場合 、 直 ち に 保護 者 へ 連絡 す 
る と と も に 第 三 者 調査 機関 を 設置 し 迅速 に 事故 調査 、 及 び 開 示 を 行う こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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遠野 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 11 日 


【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 教育 委員 会 教育 長 


【 件 名 】 新 た な 県 立 
続 を 求め る 意見 書 

















昨年 12 月 に 岩手 県 教育 委員 会 

















より 「 新 た な 県 立 高等 


高等 学校 再編 計画 案 に 対す る 遠野 市 内 2 校 の 県 











# 学 校 再 編 。 








それ に よる と 当 市 の 遠野 高校 と 遠 』 





商業 系 学科 を 廃止 の うえ 双方 の 校舎 
れ を 受け 高校 進学 

















独立 し て いる 。 そ の 背景 に 








材 を 供出 し た 経緯 が ある 。 








野 緑 昌 


を 控え る 受験 生 は も 
2 校 の うち 遠野 緑 峰 高 校 は 昭和 23 年 

















とどまり 0 








その 後 、 県 内 に 先駆 け て 農業 系 学科 と 
「 農 と 商 の 融合 」 を 合 





高等 学校 と な り 、 

きた だ 。 
速 野 緑 峰 高校 の 特色 は 

地域 に 根ざし た 活動 や 地元 





















































雀 高校 の 2 校 に つい て 
を 使用 する 「 校 舎 和 


]」 を 採 


速 野 高校 の 商業 系 学科 が 統合 し 
言葉 に 、 地 域 を 担う 有益 な 人 材 を 世に 





早 池峰 菜 の 復 活 」 や 「 ホ ッ プ 和紙 の 開発 」 
者 が 多い こと で ある 。 





























立 高等 学校 存 


画 ( 案 ) 」 が 公表 され た 。 
は 、 平 成 32 年 に 統合 し 、 
1] す る 案 が 示さ れ た が 、 こ 
地域 住民 は 一 様 に 不安 を 感じ て いる 。 

に 創立 し 、 遠 野 農 業 高校 と し て 遠野 高校 か ら 分 離 
は 、 地 元 市 町 村 か ら の 請願 と 土地 の 提供 が あり 、 地 域 住 民 が 資 














HH 











0 
送り 出し て 





に 見 られ る よう な 


一 方 、 境 野 高校 は 明治 34 年 に 創立 以来 110 余年 の 歴史 を 誇る 伝統 校 で あり 、「 修 徳 尚 武 」 








の 校訓 が 示す と お り 、 高 い 徳 性 と 文武 両道 の 実現 を 
自主 ・ 自 律 の で きる 人 材 の 育成 に 努め て いる 。 

今後 、 県 教 要 が 高校 再編 計画 を 3 
に 、 子 ども た ちの 将来 を 見 据え 多様 な 
き で あり 、 そ れ が 結果 と し て 岩手 県 の 発 







































































この こと か ら 両 校 の 特色 を 生か 
する 。 





1 遠野 高校 と 遠野 緑 峰 高 校 を 統合 せ ず 、 2 校 と も 存続 と する こと 。 
2 学校 再編 計画 に つい て 、 短 期間 で の 議 
































3 少 人 数 の 生徒 で も 高校 が 成り 立つ 制度 改正 を 県 と し て 国 に 
・ 確 立 す る こと 。 




















独自 の 制度 を 構築 


























以上 、 地 方 自 




















治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 




















指す と と も 

















まとめ る に 当たっ て 【 
昌広 い 視 野 に 立っ た 進 
展 に も 寄与 する も の と 確信 し て いる 。 

し て 2 校 と も 存続 すべ き と 考 え 、 下 記事 項 の と お り 要 望 




















記 








論 で 抽 速 に 結論 


よ 、 こ れ ら の 実情 を 考慮 
供 路 希望 に 























提出 する 。 





に 、 地 域 の 期待 に 応え 、 


する と と も 


沿え る よう 配慮 すべ 




















欠 を 出さ ず に 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 11 日 





【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 法 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
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に = っ 


= ーー} 一 

国家 公安 委員 会 委員 長 
一 -t 
時 


件 名 】 児童 虐待 防止 対策 の 抜本 強化 を 求め る 意見 書 


























児童 虐待 に より 幼い 命 が 礁 われ る 深刻 な 事態 が 続い て いる 。 
家庭 や 地域 に お ける 養育 力 の 低下 、 子 育て の 孤立 化 や 不安 ・ 負 担 感 の 増大 等 に より 、 見 
虐待 の 相談 対応 件 数 は 増加 の 一 途 を 辿り 、 複 雑 ・ 困 難 な ケ ー ス も 増加 し て いま す 。 こ う 
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た 現状 に 鑑み 、 政 府 は 昨年 12 月 、「 児 童 虐待 防止 対策 強化 プロ ジェ クト 」 を 策定 し た 。 
政府 に お いて は 、 同 プロ ジェ クト で 策定 され た 施策 の 方 向 性 を 踏ま そえ 、 児 童 虐待 発生 予 
か ら 発 生 時 の 迅速 か つ 的 確 な 対応 、 自 立 支 援 に 至る まで の 一 連 の 対策 強化 の た め 、 下 記 
事項 に つい て 速やか に 実施 する よう 強く 要望 する 。 






















































































記 























児童 虐待 の 発生 を 予防 し 、 妊 娠 期 か ら 子 育て 期 ま で の 切れ 目 の な い 支 援 を 実現 する た 
め 、「 子 育て 包括 支援 セン ター」 を 法定 化し 、 全 国 展開 を 図る こと 。 ま た 、 孤立 し が ちな 
子育て 家庭 へ の アウ トリ ー チ 支援 を 強化 する た め 、 子 育て の 不安 や 悩み 等 を 抱え る 家庭 
へ の 養育 支援 訪問 事業 や 、 ホ ー ム スタ ー ト (家庭 訪問 型 子育て 支援 ) 事業 を すべ て の 上 上 
治 体 で 実施 で きる よう に する こと 。 
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児童 相談 所 全国 共通 ダイ ヤル 「 1 8 9 」 の 更 な る 周知 を 図り 、 通 報 し や すい 体制 を 整 
た 、 通 報 に 対し 、 緊 急性 の 判断 定 関係 機関 と の 連携 を 的 確 に 行え る 体制 整 



























































春 待 が 発生 し た 場合 、 迅 速 か つ 的 確 な 初期 対応 が 行わ れる よう 、 児 童 相談 所 の 体 
制 や 専門 性 を 抜本 的 に 強化 する こと 。 特 に 児童 福祉 司 、 児 童心 理 司 、 保 健 師 等 は じ め 職 
員 配 置 の 充実 、 子 ども の 権利 を 擁護 する 観点 等 か ら 弁 護 士 の 活用 等 を 積極 的 に 図る こと 。 






















































































ra 
anal 






































学校 や 医療 機関 、 警 祭 等 関係 機関 に お ける 早期 発見 と 適切 な 対応 を 図る た め 、 児 音 
談 所 と 関係 機関 と の 間 に お ける 緊 窒 な 連携 体制 を 再 構築 する こと 。 特に 、 警 察 と 児童 
談 所 に お いて は 、 虐 待 の 通報 を 受け た 場合 、 虐 待 の 有無 に 関わ ら ず 、 情 報 共有 を 図る こ 
と 。 ま た 、 一 時 保護 等 に お いて 警察 と 児童 相談 所 が 協 働 対応 する 仕組 み を 全国 で 構築 す 
Lo 





トト 
TI 











































































































一 時 保護 所 に お ける 環境 改善 を 早急 に 図る こと 。 ま た 、 里 親 や 養子 縁組 を 推進 し 、 家 
庭 的 擁護 の も と で 子ども た ち が 安 心して 養育 され る 環境 を 整え る こと 。 





























に つい て 、18 歳 を 超え て も 引き 続き 自立 支援 が 受け られ る よう に する と と 


幼 骨 


帰 
も に 、 施 設 退 所 後 や 里親 委託 後 の 児童 等 に 対し きめ 細か な アフ ター ケア 事業 を 全国 で 実 
と 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 地 方 創 生 担当 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 木材 活用 と 林業 振興 に よる 地域 創 生 を 求め る 意見 書 





我が国 の 国土 の 























679%% を 占め る 山林 は 、 地 球 環境 の 保全 、 炎 害 防 止 、 水 源 滴 養 の 公 的 な 機 
































能 は も と より 、 我 が 国 の 数 少な い 自 前 で 確保 で きる 再生 エネ ルギー 資源 で あり 将来 に 豆 っ 


て その 適切 な 保全 ・ 
し か し 、 現 状 は 、 





























活用 を 図っ て いく 必要 が ある 。 
人 工 林 が 山林 の 4 割 を 占め 、 そ の うち の 43% を 占め る スギ 材 は 、 昭 和 


























55 年 当時 の 最盛 期 の 価格 の 3 分 の 1 に まで 低落 し て いる こと か ら 資 産 価値 は 着 し く 低 下 








し 、 充 分 な 保全 ・ 

















活用 が な され て お ら ず 、 用 材 部 分 以外 の 残 材 は 山林 に 放置 され 、 林 道 を 








破壊 し ガレ キ 化 する な ど 山 林 は 荒廃 する ば か り で ある 。 











特に 、 中 山間 地 で さえ も 、 木 材 を 燃料 と し た 生活 が 石油 や 電気 に 変わ り 、 木 材 価格 も 低 




















迷 し て いる こと か ら 人 々 の 林業 へ の 関心 が 薄れ 、 カ モ シ カ な どの 獣 が 顔 繁 に 見 られ 、 人 や 
集落 と の 棲み 分 けが し に くく な り 里 山 機能 の 低下 が 進ん で いる 。 


も と より 、 山 本 
持っ て お り 、 そ の 機能 を 継続 する た め に は 適切 に 管理 ・ 保 全 す る 必要 が ある が 、 そ れ 以 外 
の 大 部 分 の 山林 は 、 





ょ 、 自 然 環境 を 保全 する 機能 や 古来 より 続く 精神 や 文化 と 関わ る 機能 












































燃料 エネ ルギー や 建築 材 な どの 経済 財 と し て 活用 する こと が 、 地 域 に 











お ける 木材 ・ 山 林 の 価値 を 高め 、 就 業 の 場 な ど 産 業 と し て 地域 の 活性 化 に つなが る と 考え 


る も の で ある 。 























戦後 、 国 を 挙げ て 取り 組み 、 先代 が 子 や 孫 の た め に 植林 し た 杉 や 松 を 主 と した 針葉樹 が 、 














60 年 と いう 伐 期 を 




















迎え て いる 現在 、 木材 の 有効 活用 を 図る こと が 山林 地域 が 活性 化す る と 
と も に 地球 環境 面 ( 




















こも よい 効果 と な り 、 確 実に 地域 創 生 が 推進 され る も の と 考え 、 そ の 具 






































体 的 な 推進 策 と し て 以下 の 項目 に 取り 組む よう 意見 書 を 提出 する 。 








記 


























1 森林 を 国民 共有 の 財産 ・ 資 源 で あり 、 地 球 環境 の 保全 、 災 害 防 止 、 水 源 滴 状 の 公 的 な 
機能 は 勿論 、 我 が 国 の 数 少な い 自前 で 確保 で きる 再生 エネ ルギー 資源 と し て 、 そ の 適切 
な 管理 ・ 活 用 を 国 を 挙げ て 取り 組む こと 。 

2 経済 時 と し て の 木材 の 適時 伐採 が 、 二 酸化 炭素 の 吸収 な ど 温暖 化 防 止 な ど 環境 面 で よ 
り 効果 が あり 自然 の 循環 サイ クル に つなが る こと を 広く 広報 し 、 積 極 的 な 国民 の 林業 へ 


























































































































の 関心 を 高め 理解 を 深め る 国民 運動 を 展開 する こと 。 
3 木材 活用 ・ 林 業 振興 の た め 、 地 方 自治 体 ・ 団 体 ・ 個 人 の 林業 関連 事業 を 積極 的 に 支援 
する と と も に 、 林 道 整 備 や 機械 の 導入 な どの 国 の 支援 策 を 強化 し 森林 を 多く 抱え る 地域 











の 活性 化 を 図る こと 。 















































4 適時 伐採 後 の | 




















林 に は 、 広 葉 樹 を 主 と し た 植林 を 義務 づけ 、 次 世代 が 木材 を 活用 で き 





























る よう 必要 な 費 


1H に つい て 、 国 が 積極 的 に 支援 する こと 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 












































策 を 推進 され た いこ 








り 、 雇 用 の 場 、 所 得 の 場 、 二 


5 木材 が 持つ 温暖 化 防止 の 居 境 機能 や 建築 資材 と し て の 優れ た 特性 を 十分 に 活 ) 
よう 規制 緩和 を 図り 、 公 共 施 設 








6 木材 ・ 森 林 の 積極 的 な 利 活 / 














] が 木材 の 価値 を 高め 、 産 業 と し て の 林業 の 振興 に つなが 
城 


ニー 


























占用 で きる 
民間 の 積極 的 な 活用 を 国策 と し て 推進 する こと 。 




































































E 着 の 場 と し て 地域 蟹 生 が 図ら れる こと か ら 総 合 的 な 施 














と 。 


























以上 、 地 方 自治 法 第 





99 条 の 規 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 
0 岩手 県 知事 

【 件 名 】 国道 343 号 の 被災 か ら の 早期 復旧 と 抜本 的 な 対策 を 求め る 意見 書 

















上 


343 号 は 内 陸 で ある 一 関 市 と 治 岸 を 結ぶ 横 軸 の 基幹 道路 で ある 。 
ェ の 東日本 大 震 炎 に お いて は 、 内 陸 と 津波 被災 地 を 結ぶ 合 の 基幹 道路 と し て 、 多 く の 覧 
資 の 物流 を 担い 、 現在 に お いて も 、 沿岸 部 の 復旧 ・ 復 興 に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 
この 国道 の 陸前 高田 市 側 に お いて 、 平 成 28 年 2 月 15 日 に 発生 し た 急 唆 な の り 面 の 崩落 

全面 交通 止め の 状況 と な り 、 仮 設 の 直 回 路 が 3 月 11 日 に 開通 し た も の の 、 応急 的 な 措 














































































































































































































この た め 、 復 興 に 関係 する 物流 は 、 大 きく 赴 回 する 状況 と な っ て お り 、 復 興 の 進捗 に 影 






































響 が 生じ し て いる 。 

この 場所 は 、 笹 ノ 田 峠 と し て 、 交 通 の 難所 と し て 、 以 前 か ら 、 ト ン ネ ル 化 に よる 抜本 的 
な 解決 策 を 要望 し て きた 。 

よっ て 、 本 格 復興 の 支障 と な ら な いよ う の り 面 崩落 箇所 に つい て 、 安 全 確保 を 図り 、 早 
































期 の 復旧 と と も に 、 笹 ノ 田 幅 の トン ネル 化 に よる 抜本 的 な 対策 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 3 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 

【 件 名 】 子供 の 貧困 対策 の 強化 を 求め る 意見 書 














近年 の 厳し い 経済 ・ 雇 用 情勢 は 、 子 供 の 暮らし や 学び に 大 き な 影 響 を 与え て いる 。 

還 の 調査 に よる と 、 子供 の 貧困 率 は 昭和 60 年 の 10.9%% か ら 人 徐々 に 増加 し 、 平 成 24 年 に 

は 16.3% と 6 人 に 1 人 の 割合 と な っ て お り 、 また 、 ひ と り 親 世帯 の 貧困 率 は 54.69% と な っ 

て いる 。 

本 県 に お いて も 、 平成 24 年 度 に は 7 人 に 1 人 の 子供 が 就学 援助 を 受け て お り 、 厳し い 状 

況 に 置か れ た 子供 た ち に 寄り 添う 教育 や ー 人 一 人 の 人 権 や 学習 権 を 保障 する 支援 策 が 喫緊 

の 課題 で ある 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 子 供 た ち が 貧 困 に よっ て 不利 益 を 被る こと の な いよ う 、 特 に も 

家庭 の 所 得 格差 を 教育 の 格差 に つなげ ず 、 全 て の 子供 た ち に 学ぶ 機会 を 保障 し 、 安 心して 

暮らす こと が で きる よう 、 子 供 の 貧困 対策 の 強化 に 向け た 対策 を 講じ る よう 強く 求め る 。 
































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








釜石 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 担当 ) 

【 件 名 】TPP 交 渉 の 大 筋 合 意 へ の 対応 を 求め る 意見 書 




















平成 27 年 10 月 5 日 、 環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ 協 定 (TPP) 交渉 参加 12 カ国 は 闘 僚 
会 合 に お いて 、 i ろ で あり ます 。 
また 、 平成 28 年 2 月 4 日 に は 、 協定 へ の 署名 が 行わ れ 、 今後 は TP P 協 定 の 批准 に 向け 
De の TTPP は 、 農 林 水 産業 に お いて 国民 生活 に 大 き な 影 
殺 を 及ぼ ば す も の で あり 、 特 に 生産 基盤 の 弱い 地方 に お いて は 、 経 済 や 生活 な ど へ の 影響 が 
懸念 され る と ころ で あり ます 。 
つき まし て は 、 生 産 農家 が 将来 に わた っ て 「 夢 」 と 「 和 希望 」 と 「 誇 り 」 を も っ て 、 営 農 
こ 取 り 組 め る よう 、 農 業 政 策 の 確立 と 地域 経済 を 守る 観点 か ら 、 下 記事 項 に つい て 、 地 方 
台 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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記 


経済 安定 策 な ど 将 来 に わた っ て 再生 産 を 可能 と する 政策 を 確立 する こと 。 
. 収益 力 向 上 と 競争 力 強 化 の た め の 対 策 を 講ず る こと 。 

民 士 保全 を 含め た 農地 の 維持 管理 、 地 域 文化 の 持続 性 対策 を 講ず る こと 。 
. 新た な 分 野 に 挑戦 する 付加 価値 創出 対策 を 講ず る こと 

. 地域 や 消費 者 の 信頼 に こたえ る 国産 農 畜 産物 の 需要 拡大 対策 を 講ず る こと 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








= 戸 !、 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 23 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 勢 婦 控除 を 未婚 の 母子 世帯 まで 拡大 する こと を 求め る 意見 書 

















府 婦 控除 は 、 配 偶 者 と 死別 又は 離婚 し た 後 、 再 度 結婚 し て いな い 人 で 、 子 ども を 養育 し 
て いる ひと り 親 等 に 対し 、 一 定 の 所 得 控除 を 適用 する 税制 優遇 制度 で ある 。 
この 宴 婦 控除 は 、 一 度 で も 媒 英 歴 が あれ ば 、 そ の 後 未婚 で 子ども を 産ん で も 適用 され る 
が 、 様 々 な 事情 に より 、 当 初 か ら 未婚 の まま 子ども を 産み 育て て いる 母子 世帯 に は 適用 さ 
れ な い 。 
宴 婦 控除 が 適用 され な い 合計 所 得 金額 が 5 0 0 万 円 以下 の 未婚 の 母子 世帯 の 場合 、 死 別 
Sa 課税 され る 所 得 金 額 が 3 5 万 円 高く な る た め 、 
分 所 得 税 が 高く な る 。 ま た 、 宴 婦 搾 除 の 影響 は それ だ け に と ど ま ら ず 、 保 育 料 や 公営 

oO も 及ぶ ため 、 未 婚 の 母子 世帯 と 他 の 母子 世帯 の 間 で の 経済 的 な 格差 
は 拡大 し て いる 
EE OC i 
合理 的 な 理由 の な い 差 別 で あり 憲法 違反 だ と し て 、 国 と 母子 が 居住 する 自治 体 に 対し て 綱 
済 的 苦境 を 救済 する よ う 要 望 書 を 出し て いる 。 
非 正規 雇用 者 が 増え る 中 で 、 さ ら に 低 所 得 者 層 が 多い 母子 世帯 に お いて 、 尋 如 歴 の 有 舞 
に より 褒 婦 控除 の 対象 を 分 ける こと は 問題 で あり 、 母 子 の 人 権 を 守る 視点 か ら も 、 早 急 に 
改善 すべ き で ある 。 

民法 の 分 野 で は 、 両 親 が 結婚 し て いた か どう か で 子ども の 相続 分 に 差 を つけ る 民法 の 規 
定 は 法 の 下 の 平 等 を 定め た 憲法 に 違反 する と し た 最高 裁判 所 大 法廷 の 判断 を 受け 、 2 0 1 
3 年 に 政府 が 提出 し た 民法 改正 案 が 成立 し 、 妨 出 子 と 非 婚 出 子 の 相続 分 は 同等 に な っ た 。 
税制 の 分 野 に つい て も 法 改正 が 必要 で ある 。 
よっ て 、 二 戸 市 議会 は 国会 及び 政府 に 対し 、 下 記事 項 に つい て 強く 要請 する 。 
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記 
1. 論 婦 控除 制度 に お ける 未婚 の 母 に 対す る 不 公平 を な くす た め 、 間 婦 控除 を 未婚 の 母子 
世帯 まで 拡大 する 法律 改正 を 早期 に 実現 する こと 。 




































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 23 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

【 件 名 】 奨学 金 制度 の 充実 等 を 求め る 意見 書 








学費 が 高騰 し 、 MM E 収 が 下がり 続け る な か で 、 家 庭 の 教育 費 負 担 が か つて 無く 
重く な っ て いる 。 す で に 大 学生 の 5 割 超 、 大 学院 生 の 6 割 超 が 何ら か の 奨学 金 を 受給 し な 
く て は 、 SM 
我が国 の 公 的 な 奨学 金 制度 の 中 心 で ある 独立 行政 法人 日 本 学生 支援 機構 に よる 奨学 金 
は 、 貸 与 型 の 奨学 金 制度 で あり 、 そ の 7 割 超 (貸与 金額 ) が 年 3 % を 上 限 と する 利息 付 の 
奨学 金 (第 2 種 奨学 金 ) と な っ て いる 。 
近年 、 貸 与 者 数 お よび 貸与 金額 が 増加 を 続け る 一 方 で 、 学 生 の 就職 難 や 非 正規 労働 の } 
加 な どか ら 、 卒 業 後 も 奨学 金 の 返還 が 出来 ず に 生活 に 苦し む 若 者 が 急増 し て いる 。 同 機構 
は 返還 期限 の 猫 予 や 減額 返還 な どの 制度 を 設け て いる が 適用 の 要件 が 厳し く 、 民 間 サ ー ビ 
サー (債権 回 収 会 社 ) に よる 過酷 な 債権 回 収 な ど が 社会 問題 と も な っ て いる 。 

よっ て 本 市 議会 は 、 政 府 に お いて 、 学 習 意欲 と 能力 の ある 若者 が 家庭 の 経済 状況 に か か 
わら ず 進 学 し 、 安 心して 学業 に 専念 で きる 環境 を 作る た め 、 下 記事 項 に つい て 十 全 の 対応 
を と る よう 強く 求め る 。 
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記 
1. 高校 生 を 対象 と し た 給付 型 奨学 金 制度 を 拡充 し 、 大 学生 等 を 対象 と し た 給付 型 奨学 金 
制度 を 創設 する こと 。 
区 利子 奨学 金 を 充実 させ 、 延 滞 金 制度 の 加算 利息 に つい て は さら に 引き 下げ る こと 。 
四 猫 予 、 返 還 免 除 、 減 額 返 選 な どの 救済 制度 の 周知 と 拡充 を は か り 、 和 柔軟 に 適用 さ 
せる こと 。 
学 


等 の 授業 料 減免 制度 を 充実 し 、 高 等 教育 の 学費 の 引き 下げ を は か る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 戸 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 3 月 23 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 国 民 健康 保険 制度 の 充実 強化 を 求め る 意見 書 














国民 皆 保 険 の 基礎 と な っ て いる 国民 健康 保険 は 他 の 公 的 医療 保険 と 比較 し て 高齢 者 や 低 
所 得 者 層 が 多く 加入 し て いる と いう 構造 的 な 問題 を 抱 を て お り 、 財 政 基 盤 は 極め て 脆弱 で 
厳し い 財政 運営 を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に あり ます 。 
地域 経済 の 低迷 や 高齢 化 の 進展 等 に より 、 保 険 税 ( 料 ) 収入 が 減少 と な る 一 方 で 、 高 度 
医療 の 普及 等 に よる 医療 費 の 増加 が 保険 者 や 被 保険 者 の 負担 を 増大 させ て いま す 。 
この よう な 状況 で 多く の 保険 者 が 法定 外 の 繰 入 や 翌年 度 予算 か ら の 繰上 充 用 を 行う 実態 
が あり 、 国 民 健 康 保険 制度 の 維持 が 困難 と な っ て き て いま す 。 政府 は 昨年 成立 させ た 「 医 
療 保険 制度 改革 法 」 に よっ て 平成 3 0 年 度 か ら 都 道府県 に 財政 運営 の 責任 主体 を 移行 させ 
る 「 国 民 健康 保険 の 都 道 府 県 化 」 を 行う と し 、 平 成 2 7 年 度 か ら 低 所 得 者 対策 と し て 保険 
者 支援 制度 に より 、 公 費 拡 充 に よる 財政 基盤 の 強化 策 が 恒久 化 さ れ ま し た が 、 財 政 安定 化 
の た め に は 充分 な 措置 と な っ て お ら ず 、 今後 も 医療 費 の 増大 が 予想 され 、 国 庫 負担 を 大 幅 
に 増やし て 国保 の 財政 構造 を 抜本 的 に 変え た たい か ぎり 、 国 民 健康 保険 の 脆弱 で 厳し い 財 政 
運営 は 避け られ ず 、 都 道府県 化 で も 構造 的 な 問題 は 解決 で き な い と 考え ます 。 

よっ て 国 に お いて は 、 国民 健康 保険 制度 の 充実 強化 の た め 、 地方 自治 体 の 意見 を 尊重 し 、 
保険 税 ( 料 ) 軽減 保険 者 支援 の 拡大 に 努め る 等 、 大 幅 な 国庫 負担 の 拡充 ・ 財 政 支 援 の 万 
全 の 措置 を 講じ て 、 国 保 財政 基盤 の 強化 を 図る こと を 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 











CN OE 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 男女 共同 参画 ) 

【 件 名 】 子 ども の 医療 費 助成 制度 を 求め る 意見 書 











全国 の 自治 体 が 深刻 化す る 少子 化 の 対策 と し て 、 子 育て 支援 策 の 柱 に 医療 費 助 成 を 掲げ 
取り 組ん で お り 、2 0 1 4 年 4 月 現在 で 、 助 成 対象 を 就学 前 が 通院 で 9 9. 1 %、 入 院 で 
1 0 0% と な り 、 中 学卒 業 以 上 まで 助成 する 市 町 村 は 、 通 院 で 6 5. 1%、 入 院 で 7 8. 
7 9% と な っ て いま す 。 

子育て の 大 き な 不 安 の 一 つ に 、 子 ども の 病気 が あり ます 。 子ども は 病気 に か か りや すく 、 
抵抗 力 が 弱い た め 重 症 化 する こと も 多く 、 成 長期 に ある 子ども の 病気 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
療 を 支え る た め に 、 医 療 費 の 心配 を な くす こと は 大 きな子 育て 支援 と な り ま す 。 
し か し 、 自 治 体 が 実施 する 医療 費 助 成 制 度 は 、 対 象 年 齢 、 所 得 制限 ・ 一 部 負担 の 有無 、 
「 現 物 給付 」 と 「 償 還 払 い 」 の 違い な ど 、 市 町 村 間 で 大 き な 格 差 が あり ます 。 
国 は 、 医 療 費 助成 を 「 現 物 給付 」 で 実施 する 市 町 村 の 国民 健康 保険 に つい て は 、 国 庫 負 
担 金 を 減額 する べ ナ ル テ ィ ー を 行っ て お り 、「 現 物 給 付 」 に よっ て 子ども の 医療 費 助 成 を 実 
施し て いる 市 町 村 で は 、 財政 運営 上 の 大 き な 支 障 と な り 、「 償 本 払い 」 の 自治 体 で は 、 受診 
抑制 が 発生 し て いま す 。 

どこ に 生ま れ 、 ど こ に 住ん で も 、 子 ども は 等 し く 大 切 に 育て られ る べき で あり 、 全 自治 
体 が 実施 し て いる 子ども の 医療 費 助 成 制度 等 地方 単独 事業 は 、 本 来 、 国 が 全国 一 律 に 行う 
べき も の で あり 、 成 長期 に ある 子ども の 病気 の 早期 発見 と 早期 治療 、 治 療 の 継続 を 確保 す 
る 上 で 、 受 診 抑 制 が 発生 し な い 形 で の 子ども の 医療 費 助成 制度 の 実施 が 必要 で す 。 少 子 化 
対策 上 も 急務 な 課題 で す 。 
よっ て 、 次 の 事項 を 強く 求め ます 。 
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記 
1 . 中 学卒 業 まで を めざし 、 当 面 、 就 学 前 まで 国 の 医療 費 助 成 制度 (入院 時 の 食事 負担 も 
含む ) を 早期 に 創設 する こと 。 

2. 子ども 医療 費 助成 を 現物 給付 し た 自治 体 の 国民 健康 保険 国庫 負担 金 の 減額 制度 を 腐 上 
ずる と 








ln 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 25 日 





【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 再生 担当 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
【 件 名 】TPP か ら の 撤退 ・ 批 准 中 止 を 求め る 意見 書 








TTPP 参 加 国 は 、 














設定 する と し て 
1 *。 当 た り 最 大 482 






























































平成 27 年 10 月 5 日 に 「 大 筋 合 意 」、11 月 5 日 に 「 暫 定 文 書 」 を 発表 
日 に は 「 協 定 文 」 に 賭 名 し た 。 

「 大 筋 合 意 」 で は 、 ア メリ カ 、 オ ー ス トラ リア 産 米 合 わせ て 7.8 万 トン の 「 特 別 輸入 枠 」 
E た 、 和 牛肉 の 関税 は 15 年 か け て 38.59% か ら 9% へ 、 豚 肉 の 関税 は 
ら 、10 年 後 は 50 円 に 引き 下げ られ る 。 さ ら に 奏 に つい て は 、 事 















































実 上 の 関税 で ある マー クア ッ プ を 45% 削 減 し 、 乳 製品 に つい て も アメ リカ 、 オ ー ス トラ リ 


ア 、 ニ ュー ジー ラン ド ( 


に 対し て 、 バ ター・ 脱 脂 粉乳 の 輸入 枠 を 設定 、 甘 味 資源 作物 も 「 特 






































別 輸入 枠 」 が 新設 され る 。 こ の よう に 農産 品 重 要 5 品目 全て で 譲歩 する と と も に 、 重 要 5 
品目 の 細目 (タリ フラ イン ) の 3 割 で 関税 を 撤廃 する と し て いる 。 




















これ ら の 内 容 が 、 


























重要 5 品目 に つい て 関税 の 撤廃 は も と より 、 削 減 さ れる 場合 で も 「 除 




















外 ま た は 再 協議 」 を 求め る と し た 国会 決議 (2013 年 4 月 18・19 日 「 国 会 衆参 両院 農林 水 





産 委 員 会 決議 」) 





に 





けれ ば な ら な い 事 人 








さら に 、 重 要 5 品 




















の 


















































違反 し て いる こと は 明白 で 、 国 会 決議 に 従え ば 、T PP か ら 撤 退 を し な 
































、 果 物 や 林産 物 、 水 産物 の 98% で 、 関 税 撤廃 に まで 踏み 





3 
洪 














込ん で いる こと は 重大 で ある 。 日 本 の 農林 水産 業 へ の 影響 は 計り 知れ ず 、 食 料 自給 率 を さ 


ら に 引き 下げ 、 日 
的 打撃 を 与え る だ け で な く 、 
有 企 業 の 規定 や I SDS 条 : 























懸念 が ある 。 


これ ら の 声 に 対し て 、 政 

















本 を 「 存 立 危機 事態 」 へ と 追い 込む も の で ある 。 ま た 、 日 本 農業 へ 壊滅 

















医療 分 野 へ の 営利 企業 の 参入 、 食 の 安全 の 侵害 、 さ ら に は 国 
順 な ど 地 域 経 済 、 国 民生 活 全 般 に 渡っ て 深刻 な 悪影響 を 及ぼ す 










































































符 は 「 指 摘 さ れ た 多く の 懸念 に は あたら な い 」 と し て いる 。 し 








か し 、「 大 筋 合 意 」 の 内 容 が 、 
よう な 「 合 意 」 は 直 ち ( 

















国民 生活 に 重大 な 不利 益 を 与え る こと は 明らか で あり 、 こ の 



































回 すべ き で ある 。 そ し て 、 こ の 「 合 意 」 に 基づく PP 協定 の 








批准 は 認め られ な いも の で ある 。 
以上 の 主旨 か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 する 。 








国会 決議 












































記 


< 違 反する TTPP か ら は 撤退 し 、 協 定 の 批准 は 行わ な いこ と 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 軽度 外傷 性 脳 損傷 ・ 脳 し ん と う の 周 知 と 予防 、 そ の 危険 性 や 予後 の 相談 
の で きる 窓口 な どの 設置 を 求め る 意見 書 











脳 し ん と う は 、 軽 度 の 外傷 性 脳 損 傷 で や り 、 頭 が 衝撃 や 打撲 を 受け た り 、 激 し く 揺 さぶ 
られ る こと に よっ て 、 あ る い は 身体 へ の 強打 に よっ て 、 頭 と 脳 が 前 後 左右 に 急速 に 動か さ 
れる 動き に よっ て 生じ る 。 この 突然 の 動き に よっ て 、 文字通り 脳 は 頭蓋 内 で 跳ね まわ され 、 
よじ られ 、 脳 細胞 が 引っ 張ら れ て 損傷 を 受け 、 脳 内 に 科学 的 な 変化 を 生じ る 。 脳 し ん と う 
を 受傷 し て も 通常 、 生 命 を 脅かさ れる こと は な い が 、 治 療 を 必要 と する 重 篤 な 症状 を 引き 
起こ す 場 合 も ある 。 

主 な 症状 は 損傷 後 、 記 憶 障害 、 錆 乱 、 眠 気 、 だ る さ 、 め まい 、 物 が 二 重 に 見 える ある い 
は ぼや け て 見 える 、 頭 痛ま た は 軽度 の 頭痛 、 吐 き 気 、 嘱 吐 、 光 や 騒音 に 対す る 過敏 性 、 バ 
ラン ス 障 害 、 刺激 に 対す る 反応 が 鈍化 、 集 中 力 の 低下 、 複 雑 か つ 多 彩 で あり 、 ま た 症状 は 、 
すぐ に 始ま る こと も あれ ば 、 損 傷 後 数 時 間 、 数 日 、 数 週間 、 あ る い は 数 ヶ月 間 発 症 し な い 
こと も ある 。 
特に 、 高 次 脳 機能 障害 に よる 記憶 力 ・ 理 解 力 ・ 注 意 力 の 低下 を は じ め 、 て ん か ん な どの 
意識 障害 、 半 身 ま ひ 、 視 野 が 狭く な る 、 答 い ・ 味 が 分 ら な く な る な どの 多発 性 脳神経 まひ 、 
尿 失 禁 な ど が 発症 し た 場合 、 症 状 が 消失 する に は 数 ヶ月 か か る こと が あり 、 ま れ に は 、 永 
続 的 な 身体 的 、 感 情 的 、 神 経 的 、 ま た は 知 的 な 変更 が 発生 し ます 。 さ ら に 、 脳 し ん と う を 






















































































































































































































































































繰り 返す と 、 永久 的 な 脳 損傷 を 受け る 可能 性 が 高く な り ま すし 、 死に 至る 場合 も ある の で 、 
繰り 返し 脳 し ん と う を 受け る こと は 、 避 ける べき で ある 。 





この 病態 は 、 ポ ケッ ト SCAT2 や SCAT 3 に お いて 客観 的 な 診断 方 法 が 確立 され て 
お り 、 既 に 、 国 際 オ リン ピッ ク 委 員 会 を 始め 、F IFA、1IIHF、IRB、FーMAR 
C 等 で 採用 され 、 ポ ケッ ト SCAT 2 に 於 いて は 各種 スポ ー ツ 団体 で 脳 し ん と う を 疑う か 
どう か の 指標 と し て 使用 され て いる 。 
平成 24 年 7 月 に は 文部 科学 省 が 「 学 校 に お ける 体育 活動 中 の 事故 防止 に つい て 」 と いう 
報告 書 を まとめ 、 更 に は 平成 25 年 12 月 に は 、 社 団 法人 日 本 脳神経 外科 学会 か ら 「 ス ポー 
ツ に よる 脳 損傷 を 予防 する た め の 提 言 」 が 提出 され 、 同 月 に は 、 文 部 科学 者 より 「 ス メ 
ツ に よる 脳 損傷 を 予防 する た め の 提 言 に 関す る 情報 提供 に つい て 」 の 事務 連絡 が 出さ れ て 
いま す が 、 実 際 の 教育 現場 や 家庭 で は 、 ま だ まだ 正確 な 認識 と 理解 が 進ま ず 、 対 応 も 後手 
に 回 っ て し まい 、 再 就学 ・ 再 就職 の タイ ミン グ を 失っ て し まい 、 生 活 全般 に 不安 、 不 便 、 
孤独 を 感じ 、 最 悪 、 う つつ 状態 に 陥っ て し まう 人 も 多く 、 特 に 槍 患 年 齢 が 低 年 齢 で や われ ば 発 
達 障害 と みな され 見 過ごさ れ 、 引 きこ も る か 施設 に 預け られ る か の 2 者 択 一 に な っ て いる 
の が 現状 で ある 。 
また 、 重 篤 な 事案 と な っ た 場合 に も 事故 の 初動 調査 の 遅れ が ち に な る こと に より 、 
の 経緯 が 明確 に な ら な いた め 、 介 護 ・ 医 療 ・ 補 償 問 題 を も 後手 に 回 っ て し まい 、 
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を 繰り 返し 
そこ で 
講じ る よう 




















、 強 く 要 望 す る 。 





1. 教育 機関 で の 周知 徹底 と 対 
各 学 校 な どの 教師 ・ 
SCAT 2 の 携帯 を 義務 付け 
併せ て 、 む ち 打 ち 型 損傷 、 

















































































































庭 の 崩壊 へ と 陥っ て いる 家族 も 多く 、 事 故 


] 策 
保健 師 ・ ス ポー ツ コ ー チ 及び 救命 救急 士 ・ 救 急 隊員 に 


kt 


は 、 頭 親 部 に 征 








田 
H 














記 


ei ON 























査 を 蔵 ろ に し て し ま 
起こ し て し まっ て いる の が 現状 で ある 。 


に お か れ ま し て は 、 上 記 の 現状 を 踏ま え 、 下 記 の 事項 に つい て 適切 な 措置 を 



































様 の 










































































































































































E 確 に 観察 し て 判断 を 下 
A es 
2. 専門 医 に よる 診断 と 適切 な 検査 の 実施 
脳 し ん と う を 疑っ た 場合 に は 、 直 ち に 脳神経 外科 医 の 診断 を 受け 、CT・MR I だ け 
で は な く 、 神 経 学 的 検査 の 受診 も 義務 付け る と と も に 、SCAT3 (12 歳 以下 の 場合 は 
チャ イル ド S CAT 3) を 実施 し 、 対 応 で きる 医療 連携 体制 の 構築 を 進め る こと 。 
3. 周知 ・ 啓 発 ・ 予 防 措置 の 推進 と 相談 窓口 の 設置 
脳 し ん と うに つい て 、 各 自治 体 の 医療 相談 窓口 等 に 対応 の で きる 職員 を 配置 し 、 医 療 
機関 は も と より 、 国 民 、 教 育 機関 へ の 啓発 ・ 周 知 ・ 予 防 を より 一 層 図 る こと 。 
4. 園内 ・ 学 内 で 発生 し た 重大 事 逆 の 繰り 返し の 防止 
保育 園 ・ 幼 稚 園 及び 学校 内 で 発生 し た 事案 が 重 篤 な 場合 は 、 志 ち に 保護 者 に 連絡 する 
と と も に 、 第 三 者 調査 機関 を 設置 し 、 迅 速 に 事 履 調査 及び 開示 を 行う こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





、 ポ ケッ ト 
撃 を 受け た と 推測 され る 事故 ・ 事 案 
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奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 24 日 


【 提 


【 件 名 


学費 が 高騰 し 、 


く な っ て いる 。 


て は 、 学 業 を 続け られ な い の が 
の 公 的 な 





わが 国 














出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 


】3 


ーー 方 で 世 4 
すでに 大 学 











疫学 金 




















。 江守 


加 な どか ら 、 


ー ビ サ ー ( 債 


よっ て 本 議会 は 、 政 府 に お 


ら ず 進学 し 、 
と る よう 強く 





1 、 高 校生 を 
制度 を 創 

















大 卒業 後 も 奨 奨学 金 の 








権 





回 収 会 社 





いて 、 





安心 し て 学業 に 
求め る 。 


襲 学 


対象 と し た 給付 型 


生 の 5 割 超 、 大 学院 


る 。 


と 台 ヒ 


才能 
度 の 中 心 で ある 列 
は 、 貸 与 型 の 奨学 金 制 度 で あり 、 そ の 7 割 』 
第 2 種 奨学 金 ) と な っ て いる 。 


近年 貸与 者 数 お よび 貸与 金額 が 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 


で あ 














奨学 金 制度 の 充実 等 を 求め る 意見 書 








生 の 6 割 

















RY 立 行政 法人 
(貸与 金額 ) 











学習 意 


返還 が で きず 0 
選 期 限 の 猫 予 や 減額 返還 な どの 制度 を 設け て いる が 、 
) に よる 過酷 な 債権 

















帯 年 収 ボ 下がり 続け る 中 で 、 家 庭 の 教育 費 名 
超 が 何ら か の 奨学 金 





日 本 学 
3 % を 上 限 と する 利 


が 3 


肖 加 を 続け る 一 方 で 、 学 生 の 就職 難 や 非 正規 労 











担 が か つて な く 
を 受給 し な く 








IO 






































生 支 援 機構 に よる 





























に 生活 に 








回 収 な ど が 神 


に 苦しむ 若者 が 急 


肖 し て いる 。 同機 構 

















適 





1 の 要件 が 厳し く 、 民 間 サ 





[会 問題 と も な っ て いる 。 








金 制 





設 す る こと 。 














es) 
ES 


ta ; 





4、 大 学 等 の 


以上 、 地 方 E 





層 免 除 、 減 額 返 








(2 延滞 金 制 








授業 料 減免 制度 を 充実 し 、 





密 
x 


の 加算 利息 
還 な どの 表 済 1 














治 法 第 99 条 の 規定 ( 




















こ 基 づき 意見 書 を 提 


記 














学 圭 
の 字 - 人 


等 教育 の 





HI 





度 を 拡充 し 、 大 学生 等 を 対象 と し た 給付 型 奨 


出す る 。 


意欲 と 能力 の ある 若者 が 家庭 の 経済 状況 に か か わ 
こ 専念 で きる 環境 を 作る た め 、 下 記事 項 に つい て 十 全 の 対応 を 








学 金 





トト に つい て は さら に 引き 下げ る こと 。 
骨 度 の 周知 と 拡充 を は か り 、 柔 軟 に 適 / 

















費 引 き 下 げ を は か る こと 。 
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奥 


州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 24 日 


【 提 出 先 


【 件 


昨今 、 一 部 


イト スピ ー チ 








関す る 国際 
を 示し 、 日 本 
し まし た な 。 さ 
法 で 
いま し た 。 
人 種 や 














平成 26 年 7 月 に 、 国 
条約 (人 種差 別 撤廃 条約 ) 」 上 の 人 種差 別 ( 
の よう な 差 》 


民族 、 


】 衆 衆 』 議院 議長 、 参 参議 院 
法務 大 臣 





の 国 や 
が 大 き な 社 
際 連 合 の 











テー 














民族 ある い は 具 
会 問題 と し な っ て いま す 。 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長 


名 】 ヘ イト スピ ー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 求め る 意見 書 





定 の 国 





籍 の 外国 人 を 排 床 する 趣旨 








自 




















権 規約 委員 





会 は 、 



































ーー 
トー 





政府 に 
ら に 、 


対し 、 
同年 8 月 ( 














に は 、 


規制 を 行う な ど ヘ へ ヘイ トス ピー チ へ の 適 











お ける 我が国 
2 で 9 














よっ て 、 国 に お いて は 、 差 別 の な い 社 会 に 向け 、 次 の 事項 


へ の 信頼 を 失う こと 








こ 該 当 


する 差別 








] 的 言動 ( 
国際 連合 の 人 種差 別 撤廃 要員 会 も 、 






































当局 急 





記 


1 へ ヘイ トス ピー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 行う こと 。 


2 人 種差 別 撤廃 休 約 4 条 (a) 及 び (b) に 





以上 、 地 方 E 


























治 法 第 99 条 の 規定 ( 


関し 、 そ の 留保 を 撤回 する こ 











こよ り 、 意 


官 、 


「 あ ら ゆ る 形態 の 人 種差 別 の 撤廃 に 
的 言動 の 広がり に 懸 
に 対処 する 措置 を 採る べき と の 勧告 を 出 


総務 大 臣 、 


の 言動 、 い わ ゆ る へ 








1 ム ハ 








日 本 政府 に 対 し 、 





商 切 な 対処 に 取り 組む こと を 強く 求め る 勧告 を 行 





国籍 等 の 違い か ら 生 じ る 差別 は 決し て 許さ れる も の で は な く 、 国 際 社 会 に 


に も な りか ね な いこ と か ら 、 に 対応 する こと が 必要 


を 実現 する よう 求め ます 。 


と 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 22 日 


【 提 出 先 】 衆 衆 』 議院 議長 、 参 参議 院 


内 閣 官 房 長官 


【 件 名 】 安全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 


昨年 9 月 1 9 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 
な く 可 決 ・ 成 立 し た 。 





この 法律 は 、 





撃 事態 法 、P KO 法 な ど 既 存 の 1 0 の 法科 




















議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 外 務 大 臣 、 


十分 な 国会 審議 を 経る こと 





安倍 内 閣 が 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解 収 の 変更 を 行い 、 武 力 攻 





























法 の 国際 平和 支援 法 で ある 。 





























戦乱 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 、 核 兵器 ・ 毒 ガス 兵器 
まで 輸送 で きる と する 後方 支援 活動 は 憲法 が 禁じ る 武力 行使 その も の と な る 。 圧倒 的 多数 
の 憲法 学者 、 歴 代 の 元 内 閣法 制 局 長官 、 元 最高 裁判 長 

















国会 の 審議 を 通じ て 憲法 違反 の 法律 で ある こと が 明 























を 一 括 し て 改正 








制 整備 法 と 、 新 
























































ヨド 























法学 と 法曹 界 の “専門 家 の 知 的 共同 体 " が 「 安 保 法制 は 憲法 違反 」 と 断 じ た こ 





























各種 世論 調査 で も 、 審 議 す れ ば する ほど 、 国 民 の 多数 が 安全 
「 政 府 の 説明 が 不 十分 」 と する も の が 8 割 を 超え た こと 








声 が 広がり 、 





















































れ て な か っ た こと を 示す も の で ある 。 




















国会 審 談 の 








F で は 、 自 衛 隊 の 内 部 文書 も 明らか に な り 、「 

















スー ダン の P KO 活動 で 駆け つけ 警護 の 実施 」 など 、 


争 法 と も いう べき 安全 保障 関連 法 の 成立 を 前 提 と し た 具体 化 が 
徹底 し た 審議 が 求め られ る も の で ある 。 





























重大 な 事態 で あり 、 











色 護 士 連合 会 な ど 、 二 























戦闘 地域 で の 兵 放 活動 、 
劣化 ツラ ン 江 や クラ スタ ー 爆 荘 
































と は 極め て 

















案 に 「 反 対 」 の 





6 











































































































調整 所 の 設置 」 や 「 南 
年 民 に も 示さ れ な いま ま 、 戦 
図ら れ て いた こと は 極め て 


よっ て 、 憲 法 の 根幹 に 関わ る この 法律 が 十分 な 審議 を 行う こと な く 成 立 し た こと は 極め 


て 遺 憎 で あや る こと か ら 、 




















安全 保障 関連 法 を 廃止 する よう 強く 要望 する 。 





以上 、 地 方 E 





























安全 保障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 する と と も に 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 昌 


、 国 に お いて は 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 22 日 


出 先 】 衆議院 議長 


【 


【 


定 
普及 に 


する 施設 
で は 、 地 方 公営 企業 と 
廃 合 を 行い 、 
ント に 


で 


提 


参 議院 


ヽ 参議 院 


厚生 労働 大 臣 、 内 閣 官房 長官 


件 











地方 の 上 下水 道 事業 者 は 、 東 京 オ リン ピッ ク 以 降 の 高 
給 を めざし 、 か つ 4 
取り 組ん で きた 。 














し た 水道 水 の 供 











今 その 上 下水 道 
区 の 割合 が 


Lf = 
凶 設 





レン 








本 





より 事業 費 の 




















し か し 、 今 
ある 。 
よっ て 国 





























記 


上 


の 。 





の 事項 に 


























「 水 道 資 光 
基盤 施設 耐震 化 等 交 
が た い 。 
政 予 算 額 の 十分 な 確 

















F 準 化 


に お いて は 、 
取り 組む よう 強く 要望 する 。 


よっ て 、 上 下水 道 








が 急速 


に 老朽 化 
加速 度 的 に 増加 する 見 込み で ある 。 
し て 公営 企業 会 計 へ の 移行 を し 、 











か つ 更 新 時 期 の 集中 に よる 整備 費 の } 














地方 自 








【 開 発 等 施設 整備 費 国 
け 金 」 に お いて も 、 補 助 要 伯 











議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 


名 】 社 会 資本 (上 下水 道 ) の 老朽 化 対策 の 制度 拡充 を 求め る 意見 書 














度 経済 成長 期 を 起点 に 、 安 
E 活 環境 の 保全 と 公衆 衛生 の 向上 の た め 下 水道 











の 域 に 
































に 取り 組ん で きた 。 
者 の 料金 の 値上げ な どの ほか 、 


治 体 が 





記 


庫 補 助 金 」 に 加え 、 平 



































介 を 調 




















老朽 化 対策 施設 整 














千 民 の 上 下水 道 利 
る こと 。 
































以上 、 地 方 用 




















治 法 第 9 9 条 の 規定 


所 
業 の 


嵐 が 計画 


用 料金 に 








] 滑 か つ 確 実 な 推進 を 区 











施設 の 老朽 化 対策 に 適切 


成 2 6 年度 に 創設 
E 及 び 総 額 に お いて も 必要 十分 と は 言い 
る た め 、 補 助 要件 の 緩和 と 財 








維持 管理 費 の 削減 と 施 











こ 対 応 し て いく た め 


され た 








的 に 進む よう に 、 





格差 が 生じ ない よう 適 








に より 意見 書 を 提出 する 。 





安定 的 な 財政 支援 を 講ず る 


正 化 に つと め 、 

















ln 
Rl 
滋 





骨 度 の 拡 


達し 、 今 後 2 0 年 間 で 建設 後 5 0 年 以上 経過 





リル る 大 
設 統 


大 に 対応 する た め 、 ア セッ トマ ネジ メ 


老朽 化 対策 へ の 活路 が 見 出せ な い 現 状 


に 。 下 





「 生 活 





充 を 





3 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 10 日 


【 
【 





提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議 
件 名 】 ウイ ルス 性 肝炎 患 
我が国 に お いて 、 ウ イル ス 性 肝 




















院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 
者 に 対す る 医療 費 助 成 の 拡充 を 求め る 意見 書 


疾 、 特 に B 型 肝炎 及び C 型 肝 類 の 患者 が 合計 350 万 人 以 


























上 と され る ほど まん 延 し て お り 、 国 の 責め に 帰す べき 事由 等 に よる も の で ある と いう こと 


は 


肝 衝 感染 被害 者 を 救済 する た め の 給 付 金 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 並 びに 特定 


イ 
的 


れ 
ス 


め 、 





上 よ 
ミミ 
i 


を 


の 
け 


活 文 援 の 実効 性 を 発揮 し て いな いと の 指摘 が な され て いる と ころ で す 。 


23 
り 

肝 
講 


支 


2. 身体 障害 者 福祉 法 上 の 肝 機 能 障害 に よる 身体 障害 者 手帳 の 認定 








、 肝 疾 対策 基 本 法 、 特 定 フ ィ ブ 























リノ ゲン 製剤 及び 特定 血液 凝固 因子 製剤 に よる C 型 


B 型 肝炎 ウ 





第 区 









































ルス 感染 者 給付 金 等 の 支給 に 関 





責任 は 明確 に な っ て いま す 。 











する 特別 措置 法 で 確認 され て いる と ころ で あり 、 国 の 法 











ウイ ルス 性 肝 信 患者 に 対す る 
て いま す が 、 対 象 と な る 
療法 で ある イン ター フェ ロン 治 
医療 費 助成 の 対象 か ら 外れ て 
者 は 高額 の 医療 費 を 負担 せ ざ る 
来 し て いま す 。 


軸 

















医 























対象 と され て いる も の の 、 医 学 





療 が 、 


また 、 現在 は 肝硬変 を 中 心 と する 肝 疾 患 





療 費 助成 は 、 現 在 、 肝 炎 治 療 特別 促進 事業 と し て 実施 さ 
B 型 ・C 型 肝炎 ウイ ルス の 減少 を 目的 と し た 抗 ウ イル 
療 と B 型 肝炎 の 核酸 アナ ログ 製剤 治療 に 限ら れ て いる た 
\ る 愚者 が 相当 数 に の ぼり ます 。 特に 、 肝 硬 変 ・ 肝 が ん 
を 得 な い だ け で な く 、 就 労 不 能 の 方 も 多く 、 生 活 に 困難 
























































き 刃 ボ み > 


























も 身体 障害 者 福祉 法 上 の 障害 認定 (障害 者 手帳 ) 


上 の 認定 基準 が きわ め て 厳し いた め 、 亡 く な る 直前 で な 








れ ば 認定 され な いと いっ た 実態 





他方 、 特 定 B 型 肝炎 ウイ ルス 成 
年 12 月 ) に は 、「 と り わ け 
方 に つい て 検討 を 進め る こと 」 
硬 変 肝 が ん 患者 に 対す る 医療 費 
じ て お り ま せん 。 
肝硬変 ・ 肝 が ん 愚者 は 、 毎 
援 の 実現 は 、 一 刻 の 猫 予 も な い 





























矢 









































肝硬変 及び 肝 が ん の 患者 に 対す る 医療 費 助 成 を 含む 支援 の 在 


120 人 以上 の 方 が 亡くな っ て お り 、 


ビビ 
[mi 








が 報告 され る な ど 、 現 在 の 制度 は 、 肝 伯 患 者 に 対す る 生 


























染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 の 制定 時 (平成 
































と の 附帯 決議 が な され まし た 。 し か し 、 国 に お いて は 、 
助成 を 含む 生活 支援 に つい て 、 何 ら 新た な 具体 的 措置 を 














医療 費 助 成 を 含む 生活 





課題 で わり ます 。 














よっ て 、 本 議会 は 、 下 記事 項 を 


実現 する よう 強く 要望 し ます 。 











ウイ ルス 性 肝硬変 ・ 有 時 が ん に 








者 の 実態 に 応じ た 認定 制度 に す 











以上 、 地 方 用 











治 法 第 99 条 の 規定 に 


記 
医療 費 助成 制度 を 創設 する こと 。 
基準 を 緩和 し 、 加 


係る 

















IT 








る こと % 








よる 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 


】 平成 28 年 3 月 17 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


【 件 名 


子ども の 貧困 が 深刻 と な り 少 子 化 が 進む 中 、 疾 病 の 早期 診断 と 早期 治療 を 促進 し 、 子 育 





財務 大 臣 
】 国 に よる 子ども の 医療 費 助 成 の 制度 化 と 国民 健康 保険 国庫 負担 金 減額 調 
整 措 置 の 廃止 を 求め る 意見 書 






























































て 世帯 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る こと を 目的 と し て 、 各 自治 体 が 子ども の 医療 費 助 成 制 


を 実施 し て い 













































































ます 。 














し か し 、 自 




















治 体 が 実施 する 子ども の 医療 費 助 成 制度 は 、 対 象 年 齢 、 所 得 制 限 や 一 部 負担 






































こ に 生ま れ 、 
子ども の 医療 














医療 費 助成 を 

















金 の 有無 、「 現 物 給付 」 と 「 償 選 払 い 」 の 違い な ど 、 自 治 体 間 で 大 き な 格 差 が あり ます 。 ど 




















どこ に 住ん で も 、 子 ども は 等 し く 大 切 に 育て られ る べき で す 。 そ の た め に は 、 
費 助成 制度 を 国 に お いて 制度 化す る こと が 必要 で す 。 

















また 、 子 ども の 医療 費 助成 制度 は 少子 化 対策 に 関す る 重要 な 施策 で ある に も か か わら ず 、 























「 現 物 給付 」 で 実施 する 市 町 村 の 国民 健康 保険 国庫 負担 金 が 減額 調整 され て 






































お り 、 施 策 推 
よっ て 。 





1 すべ て の 
源 措置 を 講 























2 子ども の 
減額 調整 措 








進 の 大 き な 支 障 と な っ て いま す 。 
に お いて は 、 以 下 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 し ます 。 





























記 

















子ども を 対象 と し た 医療 費 助成 制度 を 早急 に 制度 化す る と と も に 、 十 分 な 財 
ずる こと 。 












































医療 費 助 成 を 現物 給付 で 実施 し た 市 町 村 の 国民 健康 保険 に 係る 国庫 負担 金 の 
置 を 廃止 する こと 。 





























以上 、 地 方 E 





















































治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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